高知大学国際交流のあり方について

―次期中期計画を見据えてー

（最終報告書）
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前　　言

本報告書は、高知大学の国際化および国際交流のあり方について、基本的な構想と計画を提示したものである。高知大学国際交流推進委員会では平成１９年７月にワーキンググループ「高知大学国際交流のあり方懇」を設け、「第二期中期目標、中期計画（平成２２年度～２７年度）」に向けた本学の国際化と国際交流のあり方について議論してきた。平成２０年３月には「中間報告書」を公表して学内外にパブリックコメントを求め、そのコメントおよび同月以降の議論を踏まえて、今回の提言すなわち「最終報告書」を提出するに至った。

大学の国際化および国際交流の重要性については、もはや贅言を要しない。日本政府は既に「アジア・ゲートウェイ構想」を発表し、また「留学生30万人計画」を表明している。「第二期中期目標、中期計画」においても国立大学法人の国際化が必須の課題となっており、本学でも教育、研究はもとより大学の管理、運営、地域貢献など、すべての面において、国際化への対応が緊急の課題となっている。
高知大学では平成１８年４月に「高知大学における国際交流ポリシー」を定め、アジア・太平洋地域を基点として世界に広がる交流の展開を唱っている。交流の方針についても、「量と共に質の充実」「横並びから重点化へ」を提唱し、組織化の重要性が指摘されている。「あり方懇」においてもこのポリシーを継承し、次期中期目標、中期計画へ向けた具体的な施策と取り組みを検討した。

提言の内容は、６項目ある。すなわち（１）教育の国際化、（２）研究の国際化、（３）組織体制の見直し、（４）協定校の組織化と重点化、（５）予算と施設、設備、（６）計画、実行、評価、改善（PDCA）である。これは日本学術振興会（JSPS）「大学の優れた国際展開モデル」で示された９つの観点を、高知大学のポリシーに沿って議論し、整理したものである。

以下、この６項目に分けて、提言の内容を報告する。

提言（１）：教育の国際化
	（１）留学生の受け入れを、学生総数の最低５％（２５０人）に引き上げる。そのための宿舎や教職員の配置、およびカリキュラムを整備する。
（２）海外への留学生派遣を、学生総数の最低１％（５０名）に引き上げる。入学者全員にTOEFLの受験を義務付けるとともに、きめ細かな指導を行い、とくに英語圏への留学を促進する。
（３）海外での短期研修を充実させ、語学研修者には、外国語の単位を認定する。そのための研修受け入れ先、およびカリキュラムを整備する。
（４）国際理解教育や海外フィールド実習を充実させ、大学院における外国語による授業を倍増する。


大学の国際化とは、学生や教職員による国際交流の拡大、キャンパスの多言語化、ダブルディグリープログラム等の実施、国際共同研究、海外拠点の設立など、多様な概念である。世界中から多くの留学生が集まり、大学教育が活性化するには、９月入学の大幅促進、教員の国際公募、英語による授業、企業・社会との連携など、国際化に向けた施策が必要である。高知大学がこのすべてをフルセットで備えることは難しいが、ここに示した施策は最低限必要である。
以下「あり方懇」における主な意見。
○　留学生の受入は、平成16年度の175人をピークに伸び悩んでおり、平成20年度は30人も減少し132人となっている。この数字は、留学生センター（現在の総合教育センター修学・留学生支援部門）が設立された当初の計画を大幅に下回っている。
○　英語圏への留学を希望する学生は多いが、ＴＯＥＦＬ等の基準をなかなかクリアできない。英語能力向上を図る授業や特別講座を開設し、教職員を含め英語力のアップを図る必要がある。アジア圏への留学を希望する学生も増加しており、中国語・韓国語等の事前講習も必要であり、短期の語学留学も重要な課題である。
○　学生の英語力向上のためには、英語による授業を増やし環境を整備すべきである。大学の授業が日本語でしか行われないならば、留学数の伸びにも限界がある。とくに大学院の授業において外国語は不可欠である。
提言（２）：研究の国際化
	（１）国際的な競争力と外部資金の獲得に資する「国際研究拠点」を設ける。現在、年度計画で実施されている４つの研究プロジェクトは、国際的な観点から新たに見直す。
（２）文理融合型の学際的研究を推進し、海外諸大学との共同研究や連携を深める。そのための国際的な知的財産制度を整える。
（３）文科系の博士課程を設け、国際的な研究を推進するとともに、海外の優秀な学生を受け入れる。


大学が教育、研究をするのはあたりまえであり、問題はそれをいかに国際的な水準に高めるかにある。研究の国際化なくして、大学における研究の発展はあり得ない。本学でも農学部を中心に進められているアジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク（ＡＦＳＮ）の取り組みや医学部、理学部、黒潮圏、海洋コアセンター、人文教育関係などで国際的な研究が行われており、このような組織ないし研究者が拠点を形成して国際的な研究を推進し、外部資金を獲得する体制作りができるよう提案する。あわせて、特許をはじめとする知的財産権の国際化への対応も必要であり、高知大学においても今後はこうした分野の整備が重要である。
以下「あり方懇」における主な意見。
○　日本学術振興会（JSPS）などが行う学術国際交流事業は、全体として博士課程以上の分野を重点的に支援している。これらを積極的に活用するとともに、修士課程以下、とくに学部学生の国際交流については、各大学が個別に工夫する必要がある。
○　個人的な研究交流は、大学全体に集約したときに何が得られたのかはっきりと見えてこない場合が多く、研究の組織化、重点化は必要である。高知大学が持っているものを土台に、国の施策、計画とすり合わせれば、地域ならではの高い研究ができる。

○　国際交流部門には国際的な産学連携、共同研究の推進という役割もあり、「国際共同研究センター」などがあれば、研究の推進ができるのではないか。「環境」というキーワードをとってみても、多くの学部、研究者が参画することができる。
○　現在の国際交流部門は、知財の問題などを含めて研究の国際化を十分支援しているとは言いがたい。国際的な共同研究を組織的に支援する体制が必要である。
提言（３）：組織体制の見直し
	（１）「国際戦略本部」あるいは「国際連携推進本部」を設け、大学の国際化について総合的、戦略的に企画、運営できる体制を整備する。
（２）国際交流部門と留学生部門を統合ないし連携強化し、両者が一体となって活動できる環境を作る。研究協力部と学務部に分かれている国際関連の事務組織も統合ないし連携強化し、両者が一体となって活動できる体制を整備する。
（３）本学で学んだ留学生のネットワークを構築し、海外における連絡網を整備する。あわせて、各部局における国際交流関係の委員会を点検し、国際交流の事務職員を適切に配置する。


　高知大学の国際交流は、医学部（旧高知医科大学）を除き、国際交流部門と留学生部門がそれぞれ別個に活動してきた。事務組織についても、前者は研究協力部、後者は学務部に所属し、それぞれ独立した別個の組織として動いている。この体制が不備であるとは必ずしも言えないが、大学の国際化を考えた場合、両者の連絡や意思疎通は必須の条件であり、これを束ねる組織が必要である。既存の委員会組織とは別に、「国際戦略推進本部」あるいは「国際交流推進本部」を「企画戦略機構」などに置き、国際化の推進をはかる必要がある。日本学術振興会の「優れた国際展開モデル」に採択された20機関は、みな国際戦略本部を設け、強力な行動体制ができている。
以下「あり方懇」における主な意見。
○　国際・地域連携センターの「国際交流部門」と総合教育センターの「留学生部門」を一体化し、総合的、戦略的に企画、運営する体制を早急に整える必要がある。

○　修学・留学生支援部門は「アジア人財資金構想」事業の企業探し等で大変な苦労をしている。就職担当部局や国際・地域連携センター等の全学の協力を仰ぎたい。

○　理学部、黒潮圏を除き国際交流分野（学術関係、留学生関係）を扱う学部委員会が存在するが、名称が不統一でその組織体制も様々である。医学部国際連携推進委員会は、設置当初から学術交流、学生交流の両方を一つの委員会が所掌している。
○　教務委員会、留学生委員会、国際交流推進委員会などで常に同じ議題が扱われる。委員も共通しており、重複部分を取り払えれば、効率的・機動的な組織を構築できる。

提言（４）：協定校の組織化と重点化
	（１）協定校を地域ごと、あるいは研究分野ごとに組織化し、ここに予算や人員を重点的に投下する。

（２）組織化した地域ごとに海外事務所や海外拠点を置き、国際的な共同研究の促進および情報交換、留学生の受入、派遣などの業務にあたる。


高知大学の国際交流が外部から見えにくいという現状は、各方面から指摘されている。本学には50校ほどの協定校があり、大学規模の割には協定校の数が多い。これを全学的に整理、再編する必要がある。ただし、どこかを切り捨てたり、一本化したりすることは難しいので、地域別ないし研究分野別に再統合するのが良い。その組織ごとに、部門と海外拠点を置く。
　　　　　　　　　　　　　　　　①東アジア部門

　　    （例） 国際戦略本部　　 ②東南アジア、南アジア部門

　　　　　　　　　　　　　　　　③黒潮圏、太平洋部門

　　　　　　　　　　　　　　　　④アメリカ、ヨーロッパ部門

以下「あり方懇」における主な意見。
○　国立大学でも137の海外拠点がすでに設置されており、その役割は現地での共同研究の実施、教育研究の情報収集、海外広報、留学生のリクルート活動などが高い割合を占めている。

○　本学においても海外拠点を創設することは比較的容易に達成できるものと考えられる。ただし、海外拠点の創設には、大学としての創設目的を明確にした上で、複数学部が関与し、特徴ある共同研究が実施できること、留学生を獲得できること、近辺の現地大学とも提携できることなどを考慮する必要がある。

○　国際連合が宣言した８つの「ミレニアム開発目標」（貧困と飢餓、初等教育、ジェンダー、幼児死亡率、妊産婦、ＨＩＶ／エイズ、環境の持続可能性、グローバル・パートナーシップ）では、世界で最も貧困地域であるアフリカの底上げを図っている。日本のＯＤＡ、ＪＩＣＡの活動もアフリカ支援へシフトしている。本学では当面アジア・太平洋地域と欧米の交流を中心にし、課題の緊要度に応じアフリカへも視野を置く必要がある。
提言（５）：予算と施設、設備
	（１）高知大学国際交流基金の総額を現行の水準またはそれ以上の水準で維持するとともに、実施の費用対効果を明示するシステムを作る。
（２）学長裁量経費や年度計画実施経費の国際関連部分と、国際交流基金の目的、区分を明確にする。

（３）留学生宿舎および教職員用のゲストハウス（朝倉おうちクラブなど）の整備を急ぐ。


　第一期の中期目標、中期計画期間に、本学の国際交流の数値が比較的伸びた背景には、国際交流基金の開始がある。今後より一層の国際化を見すえた場合、その費用対効果を明確にしつつ、この水準を維持することが必要である。あわせて、各種経費に盛り込まれる国際交流関係の費目と国際交流基金との区別をはっきりさせるべきである。留学生宿舎およびゲストハウスの整備は喫緊の問題であり、この問題解決が進まないと国際化も進展しない。建設が難しければ、学生寮の再整備や宿舎の借り上げ、敷金、礼金の援助、留学生に協力的なアパートへの支援など、できるところから始めるべきである。
以下「あり方懇」における主な意見。
○　朝倉地区に国際交流会館（外国人留学生・外国人研究者用）がないことは、致命的である。留学生等の居住スペースとは別に、短期プログラムの学生を受け入れる合宿スペース（20名～30名）も必要である。
○　大型の競争的資金である科研費基盤Ａや科学技術振興調整費などを、テーマを絞り込み文理融合の学際的領域で予算をとりにいかなくてはならない。次期中期計画に盛り込まれる「国際化への対応」を考慮すれば、年度計画実施経費による予算措置も重要となってくる。

○　法人化以降の国際交流では、「事業」の観点も視野に入れてみてはどうか。「経営手段」（留学事業、学生交流事業、異文化体験事業など）として国際交流を捉えることも重要である。外国の大学では、国際交流事業が経営面でのドル箱となっている。

提言（６）：計画、実行、評価、改善（PDCA）
	（１）国際交流における実績、評価の基準を見直し、より質の高い交流を推進する。

（２）国際交流担当教員の業務を可視化し、教員評価に反映させる。
（３）事務職員の語学力を高め、国際系職員の専門化を推進する。


　現在の体制のまま国際化を促進すれば、教職員の負担増と交流の質の低下が懸念される。それを防ぐためには様々な施策が必要であり、また計画、実行、評価、改善（PDCA）の基準も再検討する必要がある。現在の評価基準は比較的整備されたものではあるが、細部においては不備がないわけではない。その点の再検討が必要である。さらに、交流の拡大にともなって国際交流を担当する教職員の専門化が必要となり、教職員の研修制度や業務評価、人員配置のあり方も見直す必要がある。

以下「あり方懇」における主な意見。
○　現在の評価は、①研究者交流数、②学生交流数、③共同研究・国際セミナー・フィールド活動等の実施数を、国際交流推進委員会が評価している。この基準で良いかどうか、再検討の余地がある。
○　中国や韓国の大学では外事処（国際交流部署）があり、専門スタッフが10年～20年替わることなく対外交流の業務を行っている。語学も堪能である。
○　ＡＦＳＮ事業も国際共同研究をメニューの一つに組み入れているが、全体をとりまとめてくれるコーディネーター的立場の人がいない。全学的、組織的にサポートしてくれる部署もしくは教職員が必要である。
○　国際系事務職員の養成に関し、ジェネラリストとして大学の事務全般を理解したうえで、相当の語学力と国際経験を有するスペシャリストを養成しなければならない。スキルアップのための語学習得や海外における研修の場を提供する必要がある。
結　　語
以上、６項目にわたって、高知大学の国際化および国際交流のあり方について提言を行った。これは日本学術振興会が示した９つの観点、すなわち①組織体制、ガバナンス、②目標設定、行動計画、評価体制、③外部資金の獲得、④国際的な大学間連携及びコンソーシアムの活用、⑤個別の研究テーマを中核とした国際展開、⑥職員の養成、確保、⑦外国人研究者等の受入の改善、⑧日本人若手研究者等の海外研鑽機会の拡大、⑨海外拠点の整備・活用に基づき、本学なりに検討した結果である。

提言の多くは、すでに他の国立大学法人でも実施されており、本報告書の内容が他大学の国際交流よりも優れているわけでは必ずしもない。むしろ、高知大学の国際化および国際交流は決して楽観できる状況にはなく、まずはここに示した基本計画を実施することが何よりも重要である。それにより、高知大学の国際化と国際交流の質が、より向上することを願っている。

「あり方懇」では、さらに本学の特色を生かした国際化、および本学にふさわしい国際交流についても、いくつか議論を重ねてきた。「地域発信型の国際交流」や「アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク事業」など様々な提案や計画がそれである。この内容については議事要旨に記載するにとどめ、今回の提言にはあえて盛り込まなかった。次期中期目標、中期計画を策定、実施する段階で、改めて各方面から具体的な提案や計画が出されることを期待している。

最後に、高知大学の国際化と国際交流が、本学の教育、研究はもとより、地域社会の発展と「大学文化」の形成に資することを強く願う。あり方懇委員の方々、ならびにパブリックコメントをいただいた方々に感謝する。

平成２０年１１月

国際交流のあり方懇座長

遠藤隆俊

参　考　資　料
１．国際交流のあり方懇委員名簿
２．国際交流のあり方懇議事要旨（第1回～第10回）

３．高知大学における国際交流ポリシー

４．各種統計資料
別紙１

国際交流のあり方懇　委員名簿
	座長　遠　藤　隆　俊       国際・地域連携センター国際交流部門長

深　見　公　雄　　　国際・地域連携センター国際交流部門長

(平成20年3月31日まで)
菅　野　光　公　　　総合教育センター修学・留学生支援部門長

(平成20年3月31日まで)
渡　邊　春　美　　　総合教育センター修学・留学生支援部門長
(平成20年4月1日から)
奥　村　訓　代　　　教育研究部人文社会科学系教授

谷　口　雅　基　　　教育研究部人文社会科学系教授

柳　澤　和　道　　　教育研究部自然科学系教授

小　林　道　也　　　教育研究部医療学系教授

益　本　俊　郎　　　教育研究部自然科学系教授

諸　岡　慶　昇　　　教育研究部総合科学系教授

北　添　英　矩　　　国際・地域連携センター産学官連携コーディネーター
芝　　　弘　行　　　研究協力部地域連携課専門職員

受　田　浩　之　　　国際・地域連携センター長（オブザーバー）


別紙２
第1回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成１９年７月２３日（月）　１４時００分～１５時００分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、谷口教育学部教授、柳澤理学部教授、益本農学部教授、小林医学部教授、諸岡大学院黒潮圏海洋科学研究科教授、北添国際・地域連携センター産学官民連携コーディネーター、芝地域連携課専門職員、受田国際・地域連携センター長（オブザーバー）

　　議事に先立ち、受田国際交流推進委員会委員長および遠藤座長から挨拶と別紙名簿に基づき各委員から自己紹介が行われた。
議　題
１．国際交流のあり方懇の設置について

遠藤座長から、本ＷＧの設置目的、組織運営体制、検討期間と内容について、資料１に基づき説明が行われた。

２．高知大学の中期目標・中期計画について

遠藤座長から、資料２に基づき説明が行われた。

○　すでにご承知かもしれないが、議論を進めていく上で、本学が定める国際関連の中期目標（２件）・中期計画（10件）と「高知大学における国際交流ポリシー」を再認識しておいていただきたい。

３．今後の進め方について

遠藤座長があらかじめ依頼していた「高知大学の国際交流のあり方、課題、問題点、展望」に対する考えについて、各委員から別紙３に基づき説明が行われた。

○目的・目標

　　・既出の計画案に左右されることなく、もう一度ゼロからの中身のある議論が必要。

　　　　・国際交流の基点をどこに置くのか。「国連のミレニアム計画」、「アジアゲートウェイ構想」、「教育再生会議報告」などは参考となる。

　　・国際交流活動をすべて数値化して今後の目標としてはどうか。

　　○評価

・数だけでなく質の評価が大事。

・国際交流を行った教員への正当な評価。

・個人活動がカウントされない仕組みの是正。

・Ｃ評価校も資金面などやむを得ない事情がある。

○重点化

・国際交流に費やしたこれまでの経費が効率的に使用されたのか。

・「アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク」は重点化方針を見据えた賢明策。

・英語圏協定校の増加。

　　○留学生

　　・高知大学の魅力、メリットをアピールするとともに奨学金を充実させ、私費留学生を増やす。

　　・受け皿となる宿舎（国際交流会館）の整備。

　　・院生の国際会議の発表を増やす。

　　○その他

　　・組織（窓口の一元化、ワンストップサービス）

・人材（国際業務を専門とする職員の養成）

今後の議論の進め方として、本学の国際交流はどうあるべきか、大きな入り口から自由に議論し少しずつ進めていくこととなった。各委員からの論点を整理し、次回以降の検討メニューをその都度提示していくことが確認された。

以　上

第２回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成１９年１１月１４日（水）　１１時２０分～１２時２０分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、中川人文学部教授（奥村委員代理）、谷口教育学部教授、恩田理学部助教（柳澤委員代理）、小林医学部教授、益本農学部教授、諸岡大学院黒潮圏海洋科学研究科教授、芝地域連携課専門職員、受田国際・地域連携センター長（オブザーバー）

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第1回国際交流のあり方懇議事要旨（平成19年7月23日開催）の確認が行われた。

議　題

１．本学の国際交流のあり方について

◎目的・目標

　　遠藤座長から、前回「高知大学の国際交流のあり方、課題、問題点、展望」に関する各委員の意見を聴取したところ、大別して５つの項目（①目的・目標、②重点化、③留学生、④評価、⑤その他）が検討の俎上にあがってきた。個別具体的な施策を検討するよりも、まず大きな入り口から議論を行うこととしたいので、本日は高知大学の国際交流の目的・目標についてご議論いただきたい。

諸岡委員から、「国連のミレニアム計画」について、資料1-2および別紙レジメに基づき説明が行われた。

○　国際連合が宣言した８つのミレニアム開発目標（貧困、飢餓、初等教育、ジェンダー、幼児死亡率、ＨＩＶ等）は、言い換えれば世界で最も貧困地域であるアフリカの底上げを図るものである。1990年以降、日本のＯＤＡ、ＪＩＣＡの活動はアフリカ支援へシフトしている。

○　名古屋大学農学国際教育協力研究センター（1999年設立）は、発展途上国が必要としている食料不足解消、農業生産性向上、自然環境保全、初等教育の普及などの課題を克服するために農学とその関連分野において国際協力を全学的に進めている。高知大学の５学部においても名古屋大学と同様の取組が期待でき、本学の教育研究活動を一層高度化し、国際化するためのモデルになるものと思われる。

遠藤座長から、「アジア・ゲートウェイ構想」、「教育再生会議第二次報告」について、資料1-3、1-4および別紙レジメに基づき説明が行われた。

○　アジア、世界の優れた人材を積極的に迎え入れ、日本がアジアにおける「高度人材ネットワークのハブ」を目指していくことが極めて重要である。中でも、留学生交流の拡大は、そうした人材ネットワークの構築に向けた将来への投資である。

○　大学の国際化とは、学生や教員等の国際交流の拡大、キャンパスの多言語化、ダブルディグリープログラム等の提供、国際共同研究の実施、海外拠点の設立などを含む多様な概念であり、すべての大学が一律に志向すべきものではなく、各大学が自らの特色を踏まえて、自主的に取り組むべきものである。

○　世界から優秀な人材が集まる大学にするため、９月入学の大幅促進、教員の国際公募、英語による授業、企業・社会との連携が必要。また、国際競争に勝ち抜く世界トップレベルの大学院を形成する必要がある。

上記の資料説明を踏まえ、各委員から高知大学の国際交流の目的・目標に対する考え等について意見交換を行った。

○　本学には大枠としての国際交流ポリシーがあるが、これは本学のグランドデザインではない。国際交流を推進するための手段として意識していただければよい。

○　国連等においてアフリカは注目されているが、アジアの先にアフリカがあるのでは。当面はアジアへの国際協力、国際支援、技術移転等をまず行い、その財産をアフリカに向けるべきではないか。

○　これまで個人的に行ってきた研究交流は、大学全体に集約したときに何が得られたのかはっきりと見えてこない。

○　研究交流中心ではなく、学生交流をどうやって進めていくのか。黒潮圏では院生を海外に派遣しているが、研究者が見落としていた部分を随分拾ってきている。

○　医学部ではハワイ大学と学生の相互交流（年間３名ずつ）を行い、医学英語教育を中心に一定の成果をあげてきている。ハワイ大学では、アジアのプログラムとして高知大学を見ている。

○　農学部ではＡＦＳＮによりタイ・ベトナムに学生を10数名派遣し、先方からも四国３大学へ受入を行っている。この事業は学長裁量経費等で賄っているが、本学の学生交流という枠組みの中で継続的に実施できることを望んでいる。

○　学内で個別に進めている活動をどう束ねて組織的に見せていくのか、今後考えていく必要がある。

　遠藤座長および受田オブザーバーから、本日の議論のまとめとして以下の意見が述べられた。

○　国際交流は何のために行うのか、例えば、留学は学生の学力向上に資するという目的があってからこそ行っているという観点を見失わないでほしい。

○　大学の持っている役割として教育と研究があり、そこに国際交流や地域連携が上乗せされている。教育・研究と国際交流・地域連携は並列の関係で見るべきものではなく、大学の教育・研究の成果が国境を越えてトランスファーしていくものである。つまり、大学の資源（ヒト・コト・モノ）は教育・研究がベースになっており、その資源を還元する場所（エリア）が国際交流であると捉えたほうが、より質的に高いものがデザインできるのではないか。

○　我々が持っているものを土台にし、国の施策・計画とすり合わせていけば、地域ならではの高知大学のオリジナリティの高い目的・目標が設定できる。

以　上

第３回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年１月２３日（水）　９時３０分～１０時２５分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、菅野総合教育センター修学・留学生支援部門長、奥村人文学部教授、柳澤理学部教授、小林医学部教授、益本農学部教授、芝地域連携課専門職員、受田国際・地域連携センター長（オブザーバー）

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第2回国際交流のあり方懇議事要旨（平成19年11月14日開催）の確認が行われた。

議　題
１．本学の国際交流のあり方について

◎重点化（その１）

　　遠藤座長から、本日議論いただくテーマは、高知大学の国際交流における重点化についてである。重点特化すべき事項がどのあたりにあるのか、委員皆様の議論のきっかけとなるよう本学以外の大学がどのような戦略をたて、どのような分野で国際展開をはかっているのか、他大学の先行例をご紹介したい。資料は1-2から1-4まで4種類用意しており、説明の後に各委員の意見をいただくことにする。なお、次回第4回も引き続き重点化についての議論を深めたいと考えている。

芝委員から、「大学の優れた国際展開モデルについて（中間報告書）」について、資料1-2に基づき説明が行われた。

· 日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が実施する大学国際戦略本部強化事業は、採択20機関がそれぞれの特色を活かしつつ、組織的な国際戦略の策定・推進・基盤強化のための取り組みを支援し、毎年度5億円の予算が投入されている。採択機関は国際戦略展開の優れたモデル開発を行うとともに、抽出されたグッドプラクティスは他の大学の参考となることを目的としている。採択20機関のうち国立大学は15校で、旧帝大・首都圏の大学が多くを占めているが、新潟大学・鳥取大学・長崎大学など地方の比較的中小規模の機関も含まれている。

○　ＪＳＰＳは各機関の取組を９つの観点（①組織体制、ガバナンス、②目標設定、行動計画、評価体制、③外部資金の獲得、④国際的な大学間連携及びコンソーシアムの活用、⑤個別の研究テーマを中核とした国際展開、⑥職員の養成、確保、⑦外国人研究者等の受入の改善、⑧日本人若手研究者等の海外研鑽機会の拡大、⑨海外拠点の整備・活用）から分類し、それぞれ現状認識と課題、注目すべき取組例、分析及び提言を行っている。

○　上記の9つの観点ごとに、代表的な機関の注目すべき取組みについての説明が行われ、高知大学においてもこれらの好事例を参考にした総意工夫ある自主的な検討が必要と思われる。

次に遠藤座長から、「学術面での国際交流を支援する日本学術振興会事業」、「若手人材の育成事業～東京農工大学の取組み」について、資料1-3、1-4および別紙レジメに基づき説明が行われた。

○　資料1-3は、昨年11月に開催された国大協主催の大学マネジメントセミナー時に配布されたものである。これまで大学が携わってきた教育・研究以外で、社会貢献・国際交流といった分野は大学の本来の使命となっているが、社会貢献・国際交流を無防備に行うのではなく、絶えず知的財産保護といったものを念頭に行ってほしいとの要請があった。

○　大学間交流について、教員の交流はアジアを中心として行われているが、学生の交流は派遣を中心に北米・ヨーロッパが多い。教員の研究のフィールドがアジアであるから学生もアジアでという訳にはいかないので、この点は次期中期計画等策定時には配慮すること。

○　ＪＳＰＳの学術国際交流事業は、様々なメニューを用意しているが、全体を通じてドクターコース以上の分野に支援を行うこととしている。マスターコース以下の分野は、各大学で個別に工夫して対応してもらいたい。

○　資料1-4は、東京農工大学が取り組んでいる若手研究者の育成についての事例であるが、同大学では昨年テニュア・トラック制度を導入し、助教22名を国際公募した。適切な業績評価に基づき、5年後には（准）教授のポストを用意、優れた教員群の形成を目指している。

上記の資料説明を踏まえ、各委員から高知大学の国際交流の重点化に対する考え等について意見交換を行った。

○　20機関を見ると国際戦略本部を設け、強力な組織・行動計画ができているが、高知大学の規模でこのような戦略本部を作っても看板倒れになりはしないか。

○　国際戦略本部を作るとしても、現在の組織がどのような役割を持っているのかあまりわからない。組織の役割が明確になれば、もっと現実的な議論ができるのではないか。

○　本学は留学生、大学間協定、国際戦略などの分野で、現在組織が股さき状態になっている。国際交流担当の理事も明確になっておらず、その辺りの組織・ガバナンス面をまず整備すべきであると思う。

○　留学生宿舎の問題は、農学部に設置している国際交流会館のような施設をダイナミックに要求すべきである。スローガンとしてではなく全学の要求として行う時期にきている。

○　国際交流についても、一つに特化した部分に集中的に資源を投下すべきであると思う。

○　紹介された20機関はかなり活発に取り組んでいることがわかる。社会貢献の部分はもちろんであるが、国際交流によって各大学は何かメリットを得ているはずである。だからこそ一生懸命活動しているわけで、そのあたりを考える必要があろうかと思う。

○　組織に関連して、現在の事務職員は多忙であり、やってきた仕事に対して処理するだけで精一杯である。専門的かつ余裕をもって仕事ができるよう人の配置が大事。

○　徳島大学では数ある協定校を整理した上で６校に絞り、全学的に資金・人を重点的につぎ込んでいる。それ以外の交流は、学科・研究室単位で自由に行っている。高知大学においても交流活動を外部に見やすくするためには、全学的に集約し、アドバルーンを揚げ、ある程度重点化したほうがよいだろう。ただし、組織内の様々なところから批判が来ることも予想されるので、そのとりまとめには慎重を期す必要がある。

　組織の問題は、大学院の改組状況を踏まえ、４月以降に具体的な検討を行うこととなった。また、遠藤座長および受田オブザーバーから、本日の議論のまとめとして以下の意見が述べられた。

○　本学の国際交流ポリシーには、「量と共に質の充実」、「横並びから重点化へ」が謳われており、やはり優先的にという形にしないと繋がらないと思う。重点化・絞り込みを行う際に、学内でのコンセンサスを得ることは少々難しいが、一定の期限を定め、評価を行い、枠を決めた上でコンペを行うといった方法で重点校を絞りこんでいく作業が必要であろう。

○　国際交流ポリシーに則って重点化を進めていった場合、今ある協定校を中心にという考えも出てくる。重点化の候補として農学部が進めているアジアン・フィールドサイエンスの取り組みなんかを次回にレポートしていただければと思う。もちろん協定校以外、アジア・太平洋以外の重点化も考えられるので、それらを含めて次回に議論したい。

以　上

第４回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年２月２６日（火）　１４時３０分～１５時３０分
場　所：総合研究棟プレゼン控室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、深見国際・地域連携センター国際交流部門長、奥村人文学部教授、柳澤理学部教授、井上医学部学生・研究支援課専門職員（小林委員代理）、益本農学部教授、諸岡黒潮圏海洋科学研究科教授、芝地域連携課専門職員、受田国際・地域連携センター長（オブザーバー）

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第3回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年1月23日開催）の確認が行われた。

議　題
１．本学の国際交流のあり方について

◎重点化（その２）

　　遠藤座長から、本日議論いただくテーマは、前回に引き続き高知大学の国際交流における重点化についてである。前回は他大学の先行例を中心に紹介したが、本日は高知大学内での重点特化した取組事例ということで、学内でも活発に国際展開を図っている農学部の「アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク（ＡＦＳＮ）」事業について、益本委員からご説明いただくこととする。説明の後に各委員の忌憚のない意見を賜りたい。

益本委員から、「アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク（ＡＦＳＮ）」について、資料1-2に基づき説明が行われた。

· 事業の目的

この事業の目的は、アジアの学術交流協定校と共に、学生の相互教育と教員の共同研究を促進することである。今日、地球的規模で広がる食糧や環境などの多分野にわたる課題がアジアにかなり集積されていることから、これらの事象を実際のフィールド（現場）において学ぶことを主眼としている。学術交流協定校とはこれまでの実績と信頼に基づき、将来にわたって続けていこうという意思により行われている。実施するプログラムは、①学生の海外フィールドサイエンス実習と②教員の共同研究に基づく国際ワークショップの開催を二本柱としている。

○　海外フィールドサイエンス実習

短期間の学生交流による実習プログラムを2005年から開始（当初はタイのカセサート大学、コンケン大学）している。基本スタイルとして、高知大学の教員と学生がアジアの協定校を訪問（9月）し、協定校の教員と学生が高知大学を訪問（10月）する。それぞれ２週間程度の実習（現場実習、共同セミナー、学生交流）を行う。高知大学への受入実習の際には、愛媛大学・香川大学の協力を得ている。海外の農林水産業の現場を直に体感すると共に、海外の学生とのコミュニケーションと勉学の意欲を向上させることを目的としている。

· ＡＦＳＮの成果と今後の課題

実習参加学生にとっては、他国の文化を知る上で良いカルチャーショックとなっている。日本中心の物の考え方ではなく、視野の拡大と学ぶことに対する意欲向上がみられる。また、学生は実習に参加しなかった者を含めて、高知大学で開催したセミナーでは英語力の不足を痛感している。

ＡＦＳＮは現在農学部が中心となって行っているが、大学全体の広がりとして他学部にも広げていきたいと考えている。これまで大きな事故は起きていないが、実習時の危機管理の問題と本事業を継続的に実施していくための資金確保も大きな課題である。

以下は、ＡＦＳＮに対する各委員の質疑応答である。

○　平成19年度の活動経費は、学長裁量経費（350万円）と学部長裁量経費から賄った。学生の旅費は個人負担であるが、教員の旅費は大学から支給している。双方での滞在費（宿泊・食事代）は、受入側が負担することとなっている。

○　受入事業の際には、愛媛大学・香川大学農学部からもサポートを受けて体験実習を実施している。

○　ＡＦＳＮは組織的な取り組みであるとは思う。理学部では地学分野で組織的な交流活動が行われているが、一般的には実験系を中心にして個人的研究がベースとなって活動が行われている場合が多い。

○　人文学部が行っている海外教育実習は派遣のみで、学生は個人負担、教員は大学負担としている。受入を考えると、やはり費用が掛かってくるので大変。危機管理（大学の責任が問われる）については、学生個人から念書を聴取して対応している。

次に芝委員から、重点化の議論に際してこれまでの実績と評価という観点から「大学間協定校別　国際交流活動実績（平成16～18年度）」が、資料1-3に基づき説明が行われた。

○　平成16年度から平成18年度の過去３年間の交流活動について、分野別（①研究者交流数、②学生交流数、③共同研究・国際セミナー・フィールド活動実施数）の実績に対して、国際交流推進委員会がこれまでどのような評価を行ってきたのか。

○　学生交流数が多くかつ複数学部で活動している協定校が全体として多い。（佳木斯大学、コンケン大学、カセサート大学など）

○　研究者交流を中心に活動している協定校（安徽大学、ハノイ工科大学など）やあるいは協定締結直後でありながら比較的活発に交流している協定校（フィリピン大学、イェーテボリ大学など）などが存在する。

上記の資料説明を踏まえ、各委員から高知大学の国際交流の重点化に対する考え等について意見交換を行った。

○　先に報告いただいたＡＦＳＮの活動は、この交流活動実績から見ても評価からも見ても十分であると思われる。ただしフィールドサイエンス実習を優先するとなると、理論系・実験系を主とする分野や文科系の大学を切り捨てるといった問題も生じてくる。そのあたりについてももう少し突っ込んだ議論が必要である。

○　お金さえあったら何でもできるし、実績もあがるのではないか。先方がお金を出してまで訪問してくれることが大事だし、そういう大学が素晴らしい大学である。

○　実習に伴う危機管理（マニュアル作成）と資金確保の問題は、留学生の問題とあわせて４月以降に検討していくこととする。

　遠藤座長から、次回はこれまでの議論（第1回～第4回）を振り返りながら、全体のまとめを通観したいとの意見が述べられた。

以　上

第５回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年３月１９日（水）　１０時４５分～１１時４０分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、深見国際・地域連携センター国際交流部門長、奥村人文学部教授、谷口教育学部教授、柳澤理学部教授、小林医学部教授、益本農学部教授、諸岡黒潮圏海洋科学研究科教授、芝地域連携課専門職員

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第4回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年2月26日開催）の確認が行われた。

議　題
１．本学の国際交流のあり方について

◎これまでの議論のまとめ（第1～4回）

　　遠藤座長から、「高知大学国際交流のあり方懇」はこれまで計４回開催され、①国際交流の目的、目標、②重点化を中心に議論してきた。あわせて組織、留学生、活動の評価等についても、若干の意見交換を行った。これまでの議論を振り返り、とりまとめとしてあり方懇の中間報告書を作成したので、各委員から忌憚のない意見を賜りたい。

　　なお、中間報告書は国際交流推進委員会に提示した後に、学長・理事等の関係機関に働きかけを行いたいと思っている。

（以下、座長から資料１に基づき詳細説明）

上記の資料説明を踏まえ、各委員から中間報告書に対する考え等について意見交換を行った。

· 高知大学自体が教育中心の大学なのか、研究中心の大学なのかもう少し明確になっておれば、中間報告書における国際交流の位置づけも表しやすかった。

· 5ページ　15～16行目における「本学は留学生、大学間協定、国際戦略などの分野で、組織が股さき状態になっている。」の記述において、「股さき状態」とは何を意味しているのかがわかりにくいとの指摘があり、後日座長のもとで修正することとなった。

· 国際交流分野における組織の縦割りの問題や担当理事の明確化など解決すべき課題がある。

　　　中間報告書については、一度各委員に持ち帰っていただいて内容等を十分吟味した上で、意見等があればメールにより事務局まで出してもらうこととなった。修正後の中間報告書は、４月開催予定の国際交流推進委員会に提示することが承認された。

２．次年度以降の進め方について

　　遠藤座長から、資料２に基づき説明が行われた。

今後の進め方については、４月にあり方懇中間報告書を国際交流推進委員会に提示した後、①留学生問題、②組織、人材養成、③活動の評価、計画、④その他（予算確保、海外拠点など）を扱いたいと考えている。各委員の間で担当を決め、担当委員はテーマにそって毎回10～15分程度のレポートを行い、議論を深めていくこととなった。

テーマと担当委員は次のとおり

1 留学生問題（奥村、谷口）

2 組織、人材養成（小林）

3 活動の評価、計画（遠藤）

4 その他（予算確保、海外拠点など）（柳澤）

平成22年度からの次期中期計画に反映されるよう今後のスケジュールとしては、本年12月までに全体の議論を終え、最終報告書をとりまとめた上国際交流推進委員会に提示することとなった。

第６回は、４月を予定している。

以　上

第６回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年６月１６日（月）　１５時００分～１６時５０分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、渡邊総合教育センター修学・留学生支援部門長、奥村人文学部教授、柳澤理学部教授、小林医学部教授、益本農学部教授、諸岡黒潮圏総合科学専攻教授、芝地域連携課専門職員

　列席者：池本地域連携課課長補佐、北岡学生支援課専門職員

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第5回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年3月19日開催）の確認が行われた。
また、本年3月にとりまとめた中間報告書については、パブリックコメントとして意見募集を行いたいので、各部局においても周知していただきたい旨の要請と6月12日付けで国際交流推進委員会の委員長が受田国際・地域連携センター長から櫻井理事（総務担当）に交替した旨の報告が行われた。

議　題
１．「留学生30万人計画」に向けた高知大学の現状と課題について
渡邊委員から、資料1に基づき説明が行われた。

（1）留学生を引き付ける魅力ある大学づくり

○　優れた留学生を獲得するためには、英語による授業の実施が不可欠であるが、現在本学で英語のみで修了できるコースは「留学生教育コンソーシアム四国愛媛大学・香川大学・高知大学大学院農学研究科アジア・アフリカ・環太平洋留学生特別コース」のみである。

○　現時点でニーズが少ないことから、ダブルディグリープログラムの検討には着手していない。複数学位をとろうとすることが、研究の質の低下を招きかねないという問題がある。

○　文科省国費枠だけでは大幅な留学生数増加は見込めないため、他の方途としてＪＩＣＡへのプログラム申請、外国政府奨学金を活用したツイニングプログラムの実施が必要である。

○　アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク事業を農学分野に限定せず、日本語・日本文化分野などで短期の学生交流プログラムを実施する必要がある。短期の海外実習が長期派遣留学のきっかけとなっている部分もある。

（2）留学生にとって安心で魅力ある受入体制等の整備
○　日本留学フェア（アジア諸国）および外国人学生のための進学説明会（東京、大阪）に参加している。高知県の所在地はあまり知られていない。現在国内の日本語学校へのリクルーティングの強化を検討中である。

○　高知大学国際交流基金による奨学金（月額3万円）の継続、拡充が必要。授業料免除も同様。日本留学フェア開催時にアピールできるような一定枠が必要である。

○　朝倉地区にも国際交流会館（外国人留学生・外国人研究者用）がないことが致命的である。その際、留学生等の居住スペースとは別に、短期プログラムの学生を受け入れる合宿スペース（20名～30名）も必要である。

○　在学留学生・帰国留学生のネットワークとしてＨＰを開設しているが、現在書き込みが少ない。認知度をあげ、充実させていくことが望まれるが、維持すること、大学から提供するものがないと厳しい。

○　平成20年度から「アジア人財資金構想」の実施大学として「ビジネス日本語」等の授業を開講し、日本企業への就職支援を行っている。ただ高知県には継続的に留学生を雇用してくれる企業がなく、インターンシップによる企業との連携や就職先確保が課題である。４年後は自前の予算で実施しなくてはならないため、資金確保も考慮しなくてはならない。

○　日本語留学試験２級未満の留学生の受入体制を整備し、あわせて日本語補講の単位化についての検討が必要である。

○　渡日前入学許可を実施することにより、日本学生支援機構から私費外国人留学生学習奨励費のインセンティブが与えられる。①外国（中国等）での入試の実施、②高知県海外事務所（上海）の活用、③ＪＩＣＡ事務所等でのテレビ面接、日本留学フェア時の面接が考えられる。

２．高知大学の国際化～学生交流の視点から

奥村委員から、パワーポイントにより資料2に基づき説明が行われた。

（1）数字でみる学生交流の実態
○　留学生の受入は、平成16年度の175人をピークに伸び悩んでおり、平成20年度は30人も減少し132人となっている。中国からの受入条件が厳しくなったことや学部改組等による影響があるものと思われる。また、イーブンが前提であるはずの交換留学は、受入と送り出しが３：１というアンバランスな比率となっている。授業料・入学料等の費用の不均衡が背景にあると思われる。

（2）原因の所在
○　学生交流が進まない原因として考えられるは、次の５点である。

①単発的な計画　→　留学生倍増プランなど単発的な計画はあったものの、どこかで頓挫してしまった。

②過渡期の課題の積み残し　→　平成15年度に留学生センターを設置したが、その後も課題が積み残されたままになっている。

③遺物が招く無関心さ　→　国際都市長崎と高知の事例

④変わらぬ個人への依存　→　留学生受入に伴う様々な用務がアドバイザー教員への過重な負担となっている。

⑤改革と実行の不完全さ　→　他大学と比較して、高知大学には組織の曖昧さ（仕事・予算・役割）が依然として存在する。他国と比較して、留学生だけを別個に集めたラーニングセンター、語学院といったものがないため、学生交流を事業としての視点から捉えていない。米国では1970年代から外国人留学生を受入れないと大学を維持できなくなった。

（3）まとめと提言

○　国際交流を「自由さ：Flexibility」というキーワードから、体質改善しなくてはならない。現在の留学生支援室の多機能化をはかり、同時に学生支援（教育環境、生活環境、交流環境）体制を構築する必要がある。
○　国立大学法人化以降の国際交流は、教育と事業の分離という方向も視野に入れてみてはどうか。つまりこれまで行ってきた国際交流は、「大学としての役割」（共同研究、学生交流、異文化理解、Co-op、E-learningなど）を果たすものであったが、今後は「経営としての手段」（留学事業、学生交流事業、異文化体験事業など）から国際交流を捉えることも重要である。こうした事業は外国の大学では経営面でのドル箱事業となっており、釜山外国語大学のLanguage Parkでみられるような独立採算の事業は、高知大学においても法人化以降のひとつのモデルケースになるものと思われる。

渡邊委員、奥村委員からの資料説明を踏まえ、各委員の間で以下のとおり意見交換を行った。

· 学生交流の基本的問題点については、渡邊委員、奥村委員とも共通認識を持っている。ただ総合教育センター留学生部門は修学分野も担っており、一方で地域からの国際化ということで国際・地域連携センターも存在することから、Language Park構想は現状の組織体制からみると機能しづらいのではないか。

· 高知大学として出来ることと、出来ないことを見極めることが重要であって、足りない部分はアウトソーシングしてもよい。明徳義塾高校は現在留学生を300人ぐらい受け入れておりハード面でも宿舎を備えていることから、高知大学留学生のための日本語コースを開講することも可能である。そういう部分でアウトソーシングすればよいかと思う。

· 医学部は医者になることを最終目的にしているため、他学部とは少しニュアンスが違うかなと思っている。短期の海外実習プログラムならば単位互換等も可能であるが、長期の学生交流の実施となるとはなかなか難しい。

· 国際交流を事業化している大学は大半が欧米であるが、最近中国においても一部実施している大学が出てきている。国立大学法人の使命から相応しいのかどうかは別にして、一度ノウハウを調べてみてはどうか。

· 国際交流基金からの月額3万円の奨学金支給は少なすぎる。例えば大学院生のみ月額10万円にし、優秀な研究者を将来的に確保するなど今までにない発想も必要ではないか。

· 戦略としての「留学生30万人計画」はあるが、最終的に留学生に何を提供するのか、日本企業にどれだけ就職させるのか出口の問題を考えなくてはならないが、出口を考えるとプレッシャーばかりで悩みだけが大きくなる。人数ばかりを増やす施策よりも中身の充実を考えてやり直すべきではないか、そうすれば人数は後から附いてくるかもしれない。
· 本学の学部卒業留学生の半分くらいは日本企業へ就職している。日本語を研究対象としているわけではなく、日本語をツールとして活用して日本の社会や経済を学んだ上日本企業へ就職しようとしている。そういった部分での呼び込みも益々重要となってくる。

· 留学生センターの改組により、平成12年に策定した「高知大学留学生倍増プラン」は立ち消えてしまった。組織を作って、壊してでは意味がない。

· 修学・留学生部門は「アジア人財資金構想」の企業さがしの面などで現在大変な苦労をしている。就職担当部局や国際・地域連携センターをはじめとする全学の協力を仰ぎたい。

· ダブルディグリープログラムの検討が進んでいないのは、学部・大学院内部から導入の声があがっていないためである。ハノイ工科大学のツイニング・プログラムは経費支弁上の問題もあって、まだ実施されていない。

　　　遠藤座長から、留学生の問題について本日は主に受け入れの側面から議論を行った。次回は派遣（送り出し）と英語圏大学との交流のあり方について議論を行うこととするので、谷口委員と再び渡邊委員にお願いしたい。

第７回は、７月を予定している。

以　上

第７回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年７月１日（火）　１４時１５分～１６時１５分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、渡邊総合教育センター修学・留学生支援部門長、大崎人文学部専門職員（奥村委員代理）、谷口教育学部教授、柳澤理学部教授、井上医学部専門職員（小林委員代理）、益本農学部教授、諸岡黒潮圏総合科学専攻教授、芝地域連携課専門職員、受田国際・地域連携センター長（オブザーバー）
　列席者：Eva Garcia del Saz国際・地域連携センター国際交流部門助教、池本地域連携課課長補佐、北岡学生支援課専門職員

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第6回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年6月16日開催）の確認が行われた。
議　題
１．「留学生30万人計画」に向けた高知大学の現状と課題について
　　　渡邊委員から、資料1に基づき説明が行われた。

日本人学生等の海外留学については、本学に限らずここ数年横ばい状態である。改善策として以下の4点を提案する。

（1）英語圏への留学希望者に対する支援
○　英語圏への留学を希望する学生は多いが、ＴＯＥＦＬ等の基準をなかなかクリアできない。英語能力向上を図る授業・特別講座を開設して、英語力アップを図る必要がある。

（2）アジア圏への留学希望者に対する支援
○　アジア圏への留学を希望する学生が年々増加していることから、現地語（中国語・韓国語等）の事前講習により留学効果を高める必要がある。

（3）帰国留学者のフィードバック
○　留学を終えて帰ってきた学生から、在学生へ体験談等を披露してもらう。留学によって得た技能を今後どのように活かしていくのか大学として考える必要がある。

（4）留学期間中の授業料免除
○　協定校との交換留学の場合、留学期間中は高知大学の授業料を負担しなくてはならない。授業料を減免することにより、留学数の増加を図ることができる。

２．欧米との国際交流について

谷口委員から、資料2に基づき説明が行われた。

○　本学学生の英語能力の低さが、欧米との国際交流の低調を招いている。英語教員を志す学生を含め、文部科学省の「英語が使える日本人の育成」には程遠い現状である。少なくとも外国人と日常会話ができるレベルの英語力を身に付けて卒業してもらいたい。

○　学生の英語力向上のためには、本学において英語による授業を増やし環境を整備すべきである。大学教員の採用時にも、英語で授業開講が可能なことを必要条件にしている大学が普通になってきている。大学の授業がすべて日本語でしか行われていないならば、受入も含めて留学数の伸びにも自ずと限界がある。

渡邊委員、谷口委員からの資料説明を踏まえ、各委員の間で以下のとおり意見交換を行った。

派遣留学全般に関して

· 欧米への派遣留学生については、最近はＴＯＥＦＬのスコアがいいだけでは通用しなくなっている。単なる海外留学ではなく、明確な目標をもって学ぶべきである。海外における学会や国際セミナー等において発表を行うなどの参加型派遣留学を大学として推進すべきである。

· 農学部で実施しているＡＦＳＮでは、東南アジアに現場に出向き、英語でないとコミュニケーションがとれないという事実を学生に知らしめている。学部内で系統だった英語能力の向上を図っている訳ではなく、一種のショック療法となっている。派遣先としてＴＯＥＦＬのスコアが高い大学を必ずしも目指している訳ではない。

· 海外実習や学会発表による短期派遣は比較的容易に行えるが、長期派遣の場合、まずは留学する学生の意欲を引き出すことが重要になるのではないか。昨今の学生は消極的であり、留学というものが自らの人生に多大な影響を与えるものであるということを理解させる必要がある。語学力や経費の問題は、２番目の問題である。

· 他大学では２年間の教養課程を終えた学生が３年次に留学できる「Junior Year Abroad(JYA)」制度などを採り入れている。高知大学でも検討してみてはどうか。個人の教員の関わりで始めた制度であっても、その後組織的にうまく機能している例も見受けられる。

· 学生だけでなく、英語のできる事務職員の養成も必要。

英語による授業の実施に関して

· 外国人留学生を抱える研究室においては、日本語と英語の両方で授業を行っている場合も見受けられるが、各学部、教員によってかなりの温度差がある。

· 必要性は認めながらも、日本人が大多数の学部授業を英語で行うことは難しいのではないか。修士以上の大学院生は研究発表を行う上で英語は不可欠であるが、現在行っている授業をすべて英語に切り換えることは考えられない。

· 一部の外国人教員が英語による授業を行っているが、日本人学生向けにわざわざ英語で授業を行うことは学生に混乱を生じさせる。教員も90分間英語で授業を行うとなると相当の準備と心構えがいる。
· まずは特別の組織・カリキュラム等を特別に編成して、英語による留学生別科のようなものを作るのも一つの方策である。また、ＴＯＥＦＬ対策に特化した授業などを行えば、学生をかなり呼び込むことが可能になり、派遣留学が増えるのではないか。

　　帰国留学生の在学生へのフィードバック

· 次の留学者送り出しのために海外留学説明会において、体験談を発表してもらっている。また、韓国語の事前学習をボランティアでお願いしている。留学生支援部門においても、週に１回個別相談を行っている。

· 医学部では、奨学金を支給してハワイ大学へ短期派遣しており、留学した先輩学生が後輩の面倒を見ている。

　　留学中の授業料の減免（協定校との交換留学）
· 留学先が協定校以外については、現在休学して行っているのが実情である。学籍上は休学扱いなので、単位互換も全く認められていない。留学かどうか判然としていないケースも考えられるが、このあたりの問題をクリアする必要がある。

· 単位認定の問題は大学が制度上行うことから、教員個人にまかせずに留学生支援部門が組織としてきちんと対応しなくてはならない。

○　授業料減免については学士過程運営会議の決定事項ではあるが、一時留学とはいえ最終的には高知大学を卒業することから、授業料をそこまでして減免する必要性があるのかどうか疑問である。減免よりも国際交流基金などに基づいた奨学金の拡充を図ったほうが賢明であり、手っ取り早い。

○　長期留学、短期留学、海外実習、フィールド活動など現在様々な形で行われている学内の留学活動をどのように整理していくのか今後の課題である。

次期中期計画の数値目標について

○　あくまで在留資格「留学」に限っていえば、受入２００人＋α、派遣５０人ぐらいが妥当であろう。
　　○　短期派遣の活性化もあわせて考えなくてはならない。

　　　遠藤座長から、留学生の問題については前回を含め長時間にわたり精力的に議論いただき、一定の方向性が出たように思う。次回は小林委員にご担当いただき、国際交流にかかる学内の組織、人材の要請について議論を行うこととしたい。

第８回は、７月下旬を予定している。
以　上

第８回　国際交流のあり方懇議事要旨
日　時：平成２０年８月５日（火）　１３時４５分～１５時００分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、奥村人文学部教授、谷口教育学部教授、柳澤理学部教授、小林医学部教授、松岡農学部准教授（益本委員代理）、諸岡黒潮圏総合科学専攻教授、芝地域連携課専門職員

　列席者：樋口地域連携課長

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第7回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年7月1日開催）の確認が行われた。

議　題

1． 国際交流における組織、人材養成について

小林委員から、パワーポイントによるスライドと資料1に基づき説明が行われた。

第３回委員会（平成20年1月23日開催）で配布された資料「平成19年度国立大学法人等国際企画担当部課長等連絡協議会アンケート調査」に基づき、全国の主要国立大学の国際交流組織と本学のそれとを対比しながら、問題点、課題等がどんなところにあるのか浮き彫りにしていきたい。

（1）国際交流にかかる教員組織

○　全学組織として、①国際・地域連携センター国際交流部門（教授1名、助教1名）、②総合教育センター修学・留学生支援部門（教授1名、准教授2名、講師1名）の２部門が存在する。他の国立大学の全学組織をみても、福島大学（国際交流室）、宇都宮大学（国際交流推進本部）、一橋大学（国際戦略本部）、東京農工大学（国際センター）、大分大学（国際教育研究センター）などがあり、外部からみてもその違いがよくわからない。

（2）国際交流にかかる委員会

○　理学部、黒潮圏を除き国際交流分野（学術関係、留学生関係）を扱う学部委員会が存在するが、まずもって名称が統一されてなくその組織体制も様々である。

○　医学部国際連携推進委員会は、設置当初から学術、学生交流両方を一つの委員会で担っている。

（3）国際交流にかかる事務組織

○　研究協力部地域連携課において１グループ（１名）、学務部の３キャンパスにおいて３グループ（６名）が存在する。

（4）国際交流にかかる人材育成

○　資金の獲得が前提となる。若手研究者の海外研鑽については、ＪＳＰＳの海外特別研究員などのメニューがあり、教職員の海外派遣については、高知大学国際交流基金や学長裁量経費などがある。これらの資金を活用しながら、人材を育成していかなくてはならないだろう。

○　昨年まで語学堪能な非常勤職員が医学部おり、国際交流のかなりの部分で貢献してくれた。自己資金で海外の大学に留学し、現在もキャリアアップを図っている。外国語の読み書きだけではない豊富な海外経験を積んだ人材を確保する必要がある。

小林委員からの資料説明を踏まえ、各委員の間で以下のとおり意見交換を行った。

全学組織・部局委員会に関して

· 教務委員会、留学生委員会、国際交流推進委員会などで毎回同じ議題が扱われている。委員会メンバーも共通しており、かなり重複している部分がある。オーバーラップしている部分を一つずつとりはらっていけば、すっきりした組織を構築することができる。

· 大学の組織はこれまで役割（教育、研究、社会貢献）で分けていた。その役割が場として地域であったり、国内であったり、国際間であったりすることがある。さきほどの医学部の国際組織は、一括して場でまとめている。したがって、今ある役割の中から、国際分を差し引いて考えれば整理しやすくなる。

· ３年前に国際・地域連携センターを設立した際にも、留学生支援業務を外付けにするのか、一体にするのか随分議論したところであるが、結果的には役割を重視した組織に現在は落ち着いている。一方で、現状の組織をいじらないで、２つの部門の風通しをよくする方法もあるのではないか。

· 組織をいじるのが難しいのであれば、委員会をひとつにまとめるのも一案である。

· 高知大学国際交流の全体図がよく見えない。手続きなども常に行き当たりばったりで対応をしている感が否めない。

· 留学生支援部門は協定校との交換留学生だけを扱っており、協定校であっても卒業して大学院生として入学してくる正規課程の留学生については、関与していない。結局、各学部の教員に個人的な負担を強いているため、かなりの不満がある。

研究面での国際化に関して

· 今後増えてくる国際的な産学連携、共同研究の推進といった役割もあるので、これらの長期的側面も組織構築の際に視野にいれておく必要がある。そういった面から言えば、一橋大学の組織体制は本学と似通っており、参考となるのではないか。

· 現在の国際交流部門は、知財の問題などを含めて研究の国際化を十分支援しているとは言いがたい。全国的にグローバルＣＯＥなども始まり、国際的な共同研究は組織的に行われるのが主流になりつつあるが、高知大学では未だ個人の研究者に依存している。

· ＡＦＳＮ事業も国際共同研究をメニューの一つに組み入れているが、全体をとりまとめてくれるコーディネーター的立場の人がいない。全学的、組織的にサポートしてくれる部署とか人間がいれば大変ありがたい。

· 一橋大学の国際共同研究センターのようなものがあれば、それを介してかなりの留学生を呼び込めるのではないか。

· 文系の場合、国際共同研究を行うにはまず予算面でのサポートが必要である。理系だとあらかじめ資金を獲得できるから、共同研究を開始できるといった有利な面がある。

　　事務組織、人材養成に関して

· 教員と事務職員は同じフロアで協働して業務にあたるべきある。とくに事務職員は国際業務のような専門的事項を扱う場合は、定期異動等に十分配慮した組織体制を敷いておく必要がある。ジェネラリストよりもむしろスペシャリストの養成が求められるし、自前で養成できなければアウトソーシング（外部から国際交流ＣＤ等を招聘するなど）してもよいのではないか。

· 韓国・中国の外事処（国際交流部署）といったところでは、専門スタッフが10年～20年替わることなく対外業務を行っている。

○　国際交流組織に限らず、これから人は減り、要求は増え、仕事は増えるといった状況になる。組織の簡素化はあらゆる面で共通の認識であろう。

　　　遠藤座長から、本日は国際交流における組織、人材養成について貴重なご意見をいただいた。次回は座長自身により、国際交流にかかる評価、計画について議論を行うこととしたい。

第９回は、９月下旬を予定している。
以　上

第９回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年１１月４日（火）　１３時３０分～１６時１０分
場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、柳澤理学部教授、小林医学部教授、益本農学部教授、諸岡黒潮圏総合科学専攻教授、芝地域連携課専門職員

　列席者：Eva Garcia del Saz国際・地域連携センター国際交流部門助教、樋口地域連携課長

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第8回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年8月5日開催）の確認が行われた。
議　題
１．国際交流活動の計画、評価について
遠藤座長から、資料1に基づき説明が行われた。

（1）組織化、重点化
○　高知大学の国際交流が外部から見えにくいという現状は、中間報告書の中でも指摘されているところである。本学には50校ほどの協定校があり、規模の割には協定校の数が多い。このため全学単位での一本化はかなり難しいと考える。

○　全学組織「国際戦略推進本部」あるいは「国際交流推進本部」を置き、その下に重点組織を置いてはどうだろうか。重点組織は、学部単位および地域単位による２つのタイプが考えられる。

①学部単位による重点組織

アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク（農学部）

黒潮サイエンス（黒潮圏）

海洋コア研究（海洋コア研究センター）

国際教育実習ネットワーク（人文学部、教育学部）

②地域単位による重点組織

東アジア部門（中国、韓国、台湾）

東南アジア、南アジア、黒潮圏、太平洋部門

アメリカ、ヨーロッパ部門

（2）研究の国際化
○　現在、主として教育交流の企画は盛んであるが、組織的な研究交流の企画が少ないように思われる。前記の重点組織が主体となって研究の国際化、外部資金の獲得を図る必要がある。

（3）大学間コンソーシアム
○　次の３つのタイプが考えられる。

①国内コンソーシアム

高知県内、四国内、中四国内の大学間コンソーシアム

②海外コンソーシアム

協定校間の海外コンソーシアム（ＡＦＳＮ）

協定校外のコンソーシアム（アジア学長会議、ＵＭＡＰ）

③内外複合型コンソーシアム

ＡＦＳＮ（海外協定校＋高知大学・愛媛大学・香川大学）

（4）活動の計画、実施、評価（ＰＤＣＡ）
○　次期中期目標・中期計画の策定時には、国立大学法人として国際化に対応する取組みを明確にすることが新しく盛り込まれた。高知大学においても教育、研究、運営等の事項で国際化への対応、計画が必須となっていることから、このあり方懇の検討結果が骨格となってくる。

○　国際交流推進委員会で行っている協定校との交流活動評価は、現在の評価システムのままで良いのかという問題がある。短期交流と長期交流、人的交流とそれ以外の交流（論文情報など）がいずれも１件として同じ評価を行っており、不平等ではないかという意見もある。

○　国際交流を精力的に行っている教員の功績が、教員の人事評価や予算配分の分野でこれまであまり反映されてこなかった。

遠藤座長からの資料説明を踏まえ、各委員の間で以下のとおり意見交換を行った。

組織化、重点化に関して

· 「国際戦略推進本部」あるいは「国際交流推進本部」の役割については、学長直下の企画戦略機構に新しく置くこととし、高知大学の将来計画、国際化の一層の推進をはかるための企画戦略をここで立案することを提案したい。

· 大学全体の活動を外部から見た場合、地域で分けたほうが複数の学部の様々な分野の人が入ってきやすいのではないか。香川大学とチェンマイ大学（タイ）との交流では、医学部、工学部、農学部の教員が共同で研究や国際シンポジウムを行っており、ＪＳＰＳから一定の予算措置を受けている。複数学部が参画した組織的な取組みが各種の競争的資金獲得の際の重要なポイントになるものと思われる。

○　国際・地域連携センターの「国際交流部門」と総合教育センターの「留学生部門」を一体化し、総合的、戦略的に企画、運営する体制を整える必要がある。

○　大学間コンソーシアムについては、本学ではＡＦＳＮ以外に顕著な活動が見受けられない。

評価に関して

○　国際交流に関わっている教員に対して、研究費を傾斜配分するなどの措置を講じることにすれば担当の先生方の苦労が報われるのではないか。

○　協定校以外へ休学して行く私費留学については、現在大学が関与していない。これらの実績もかなりあると思われるので、評価の俎上に載せる必要がありはしないか。

○　留学生に対する奨学金の獲得状況なども評価の基準にしてはどうか。

２．国際交流にかかる予算確保、海外拠点について
柳澤委員から、資料2に基づき説明が行われた。

（1）国際交流を促進するための予算の確保
○　私費、通常研究費、科研費は自己負担に基づくものであり、これらの経費で国際交流を行おうとする場合は、個人の資質や研究主題に依存する。これらの予算獲得のためには、国際交流の重要性を本学構成員に訴え、個人の努力を促すしかない。

○　国際交流基金、学長裁量経費、学部長裁量経費は本学の国際交流にかかる基盤的経費であり、優れた計画を立案し申請することにより得られる。予算総額は極めて限定されているので、有効に活用しなければならない。また、優秀な私費留学生を獲得するためには大学独自の奨学金あるいは授業料免除制度などを設置しなければならない。

○　文科省への概算要求、ＪＳＰＳ、ＪＩＣＡなどの大型競争的資金を獲得することで大幅な予算の増額が期待できる。本学としての方向性をしっかりと定め、予算獲得に向け努力しなくてはならない。

○　国際交流を行う場合、協定校である相手方にもお金を出させる手立ても考えられる。

（2）海外拠点
○　国立大学でも137の海外拠点がすでに設置されており、その役割は現地での共同研究の実施、教育研究の情報収集、海外広報、留学生のリクルート活動などが高い割合を占めている。ただ、国立大学と私立大学とでは役割に違いがある。

○　本学においても海外拠点を創設することは比較的容易に達成できるものと考えられる。ただし、海外拠点の創設には、大学としての創設目的を明確にした上で、複数教員（複数学部）が関与し特徴ある共同研究が実施できること、留学生を獲得できること、近辺の現地大学とも提携できることなどを考慮する必要がある。

柳澤委員からの資料説明を踏まえ、各委員の間で以下のとおり意見交換を行った。

予算の確保に関して

○　大型の競争的資金である科研費基盤Ａや科学技術振興調整費などは、テーマを絞り込み文理融合の学際的領域で予算をとりにいかなくてはならない。環境というキーワードだけとってみても、高知大学の多くの学部が関わることができるように思われる。

○　次期中期計画に盛り込まれる「国際化への対応」を考慮すれば、年度計画実施経費による予算の確保も今より重要となる。

海外拠点に関して

· 帰国留学生を活用して交流活動の活発な協定校（タイのカセサート大学、中国の安徽大学など）に連絡所、オフィス等を設置することは比較的簡単であるが、問題は海外拠点で何をするかである。

· 上海や北京といった大都市で人を集めようといった場合には、海外拠点は必要になるかもしれないが、現時点ではそれほどニーズはない。

· 黒潮圏では海外のフィールド調査の際に必要な研究機器等を常備したリエゾン的なオフィスをフィリピンの協定校に設置しようと計画している。

３．その他

　　　遠藤座長から、「あり方懇中間報告書」に寄せられた３件のパブリックコメント（①理学部吉倉教員、②教育学部是永教員、③農学部川合教員）がそれぞれ紹介された。寄せられた意見の一部は、最終報告書をとりまとめる際に反映させたいとの発言があった。

　　　遠藤座長から、これまでの協力に関して各委員にお礼の言葉が述べられた。最終報告書は11月15日（土）までに各委員にメールにて提示の上、次回最終決定することとなった。

第10回は、11月下旬を予定している。
以　上

第１０回　国際交流のあり方懇議事要旨

日　時：平成２０年１１月２０日（木）　１４時００分～１４時５０分

場　所：国際・地域連携センターセミナー室（２階）

出席者

委　員：遠藤座長、柳澤理学部教授、小林医学部教授、益本農学部教授、田中黒潮圏総合科学専攻助教（諸岡委員代理）、芝地域連携課専門職員、受田国際・地域連携センター長（オブザーバー）
　列席者：Eva Garcia del Saz国際・地域連携センター国際交流部門助教、樋口地域連携課長、都築留学室長

　　議事に先立ち、遠藤座長から挨拶と第9回国際交流のあり方懇議事要旨（平成20年11月4日開催）の確認が行われた。
議　題

1． 「高知大学国際交流のあり方について（最終報告書）」について

遠藤座長から、「高知大学国際交流のあり方懇」はこれまで計９回開催され、①国際交流の目的、目標、②重点化、③学生交流、④組織体制、人材養成、⑤予算、海外拠点、⑥ＰＤＣＡなどの事項について議論してきた。

本日のあり方懇に先立って、これまでの議論を踏まえた国際化にかかる第二期中期目標・中期計画の骨子を櫻井理事に提出したところである。（資料2参照）

教育の国際化、研究の国際化、キャンパスの将来計画などの重複する事項は、今後担当理事との摺り合わせが必要となるが、フルペーパーとしてのあり方懇最終報告書を皆様に知っておいていただきたい。最終報告書は、６つの提言と参考資料からできているが、各委員から忌憚のない意見を賜りたい。

　　

（以下、座長から資料１に基づき詳細説明）

上記の資料説明を踏まえ、最終報告書に盛り込まれた提言を中心に委員間で意見交換を行った。

提言（１）：教育の国際化について
· 大学院における外国語（英語）による授業を倍増させることは実際可能かどうかとの質問が出されたが、農学研究科ＡＡＰコース以外は全学でそれほど開講されていないのが現状である。倍増計画はあり方懇というあくまで高い所で議論した目標であり、これを現実的な視点で下げていくかに関しては、その判断を役員に委ねていいのではないか。

提言（２）：研究の国際化について

· 国際的な知的財産制度に関し、次のとおり文言を修正した。

「そのための国際的な特許、および知的財産制度を整える。」　→　「そのための国際的な知的財産制度を整える。」

○　国際的な知的財産制度を本当に高知大学で担えるのかという質問が出されたが、今後の国際的な研究体制や連携を考えるとこれらの問題に大学が全く関わらないといったことは考えられないので、自前でできない部分はきちんとアウトソーシングするなどして連携のパートナーを確保しておくのも一つの方策であろうとの意見が出された。

提言（３）：組織体制の見直し
提言（４）：協定校の組織化と重点化
提言（５）：予算と施設、設備
提言（６）：計画、実行、評価、改善（ＰＤＣＡ）
· 提言（3）～（6）については、問題となる箇所はなく、原案どおり承認された。

遠藤座長から、最終報告書については各部局に持ち帰り教授会等でご報告いただきたい。パブリックコメントは今回とくに求めないこととなった。

なお、最終報告書は国際交流推進委員会に提示した後に、12月1日（月）開催の第101回役員会において報告を行うこととしている。

最後に受田オブザーバーから、前国際交流推進委員会委員長の時に次期中期目標・中期計画の策定を本会に諮問したわけであるが、１年半にわたる議論の成果としてこういった形で提言をいただいたことに深く感謝申し上げる。他部局に先駆けて検討に着手し、一番いいタイミングで最終報告が出たことは喜ばしいことである。今後の大学全体の施策に有意義に活用していただきたいと思っている。

以　上

〔配布資料〕

　　　第１回（平成19年7月23日）
１．「国際交流のあり方懇の設置について（座長メモ）」

２．「中期目標・中期計画における国際関連の抜粋」

３．「高知大学の国際化推進に係る組織図」
４．「高知大学における国際交流ポリシー」
５．「各委員からの意見提出（レジメ）」

第２回（平成19年11月14日）

１．「国連ミレニアム開発目標報告2005」ほか
２．「アジア・ゲートウェイ構想」（平成19年5月16日）

３．「社会総かかりで教育再生を～第二次報告」（平成19年6月1日）

４．「名古屋大学農学国際教育協力センターの概要」

第３回（平成20年1月23日）

１．「大学の優れた国際展開モデルについて（中間報告書）」

２．「学術面での国際交流を支援する日本学術振興会事業」

３．「若手人材の育成について～東京農工大学の取組み」

４．「平成19年度国立大学法人等国際企画担当部課長連絡協議会アンケート調査」

　５．「徳島大学・愛媛大学の取り組み」

第４回（平成20年2月26日）

１．「アジアン・フィールドサイエンス・ネットワーク事業について」

２．「大学間協定校別　国際交流活動実績（平成16～18年度）」

第５回（平成20年3月19日）

１．「平成19年度国際交流のあり方懇中間報告」

２．「今後のタイムテーブル（座長案）」
第６回（平成20年6月16日）

１．「「留学生30万人計画」に向けた高知大学の現状と課題について」
２．「高知大学の国際化～学生交流の視点から」

第７回（平成20年7月1日）

１．「「留学生30万人計画」に向けた高知大学の現状と課題について」
２．「欧米との国際交流について」

３．「教育再生懇談会～これまでの審議のまとめ第一次報告」

第８回（平成20年8月5日）

１．「国際交流における組織、人材養成について」

第９回（平成20年11月4日）

１．「国際交流活動の計画、評価について」
２．「国際交流にかかる予算確保、海外拠点について」
第10回（平成20年11月20日）

１．「高知大学国際交流のあり方について（最終報告書）」
２．「次期中期目標・中期計画の策定について」
別紙３
高知大学における国際交流ポリシー

　　　　平成18年４月12日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 役員会決定
高知大学は「地域の大学」として、国際交流を通じ教育研究活動を活性化すると共に、アジア・太平洋地域を始め、世界の国々、特に発展途上国との教育研究協力活動を推進します。これらの国々の大学と研究交流、学生交流活動を推進する中で、世界の文化の発展に貢献することを目標としています。この目標の達成のために、次の７つの原則を定めます。

1． 量と共に質の充実

　従来、留学生を通じての交流や研究交流などの交流実績は、数によって評価されてきました。今後は、量の確保と共に質の充実を目指し、帰国元留学生のフォローアップとネットワーク化を進め、多国間交流の促進に努めます。

2． 個人ベースから組織ベースへ

　従来は各部局の計画に基づいた交流を、個人単位の活動で支えていく傾向にありました。今後は、高知大学の国際戦略を明確にし、目的遂行にむけ全学的組織として取り組みます。

3． 分散から一元化へ

　従来、国際交流の実務は個人、部局、国際・研究協力課等で行われてきました。今後は、限られた人的資源で最大限の効果をあげるため、国際交流部門の統括のもとに国際交流の一元的な実務体制を作り、実務を遂行します。

4． 横並びから重点化へ

　従来は国際交流においても一般的に、資源を均等に配分する傾向にありました。しかし今後は、国際戦略に則って重要と思われる事業に資源を重点的に配分します。

5． ローカルな体制からグローバルな体制へ

　国際交流に関して、それぞれの大学の制度や運営方法を可能な限り把握し、世界各国のそれぞれの大学と協調して、交流が容易となるように制度や運営方法等の体制を改めていきます。

６．　受入れ中心から相互交流へ
　現在、本学から海外に留学する学生は少数に留まっています。学生の国際性を養うために、学内環境を整えて、海外へ留学・研修する学生の数を増やすことに努めます。

7． 国際交流促進のための企画力増強

　国際交流推進のために大学としての企画力を増し、ＪＩＣＡなどの国際協力組織との積極的な連携を図ると共に、国際交流の推進に向けて資金獲得に努めていきます。
別紙４
高知大学における協定校との交流活動実績について
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　「国際交流活動報告書」に基づく過去３年間の協定校との活動実績


　① 学生交流数の多い協定校が、全体としても多い。


     学部・学科単位による海外教育実習、巡検、フィールド活動を実施している。


   　（佳木斯大学、コンケン大学、カセサート大学、韓瑞大学など）


 ② 複数学部で交流している協定校が、全体としても多い。


　　　（佳木斯大学、コンケン大学、カセサート大学など）


  ③ 研究者交流を主体に活動している協定校。


　　　（安徽大学、ハノイ工科大学、ハノイ科学大学、ソウルスポーツ大学院大学校など）


 ④ 協定締結直後でありながら、比較的活発に交流している協定校。


 　 （フィリピン大学、イェーテボリ大学など）
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共同研究、セミナーほか








51

_1225194371.bin

